
令和５年度黒滝村随意契約一覧

審査日 件名 契約の相手方
単価、月額
（単位　円）

総額
（単位　円）

選定方
法

随意契約理由 根拠説明 担当課

1 3月15日
村有地草刈事業委
託契約

黒滝村森林組
合

560,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村内村有地９カ所（黒滝森物語村裏山及びあまご
センター周辺、村道森物語公園線周辺、旧黒滝中
学校裏山、ふれあい運動場周辺、道の駅川向の山
周辺、旧天野邸周辺、上平遊歩道周辺、文化とス
ポーツの森周辺、中央ゲートボール場周辺川側土
手）の草刈業務の委託契約。
事業実施にあたっては作業実施時期の見極めや
急な傾斜での作業など、地域精通度や事業実績が
必須であり、村有地の維持管理などの、経験・実績
のある当業者との契約が妥当であり、入札に適し
ない。

総務課

2 3月15日
黒滝村例規集委託
業務契約

株式会社ぎょう
せい関西支社

2,772,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

黒滝村例規集システムのデータ更新及びその使用
に関する業務委託契約。
契約相手方は現行システムの納入者であり、シス
テム著作権・原版資料を保持し、業務にはサー
バー機器等の利用料も含まれている。これまでの
業務実績によりノウハウや資料等を保有しており、
他社への依頼の場合は著しく高額な初期費用が必
要となるため、入札に適しない。

総務課

3 3月15日
黒滝村設置施設浄
化槽清掃業務委託
契約

太陽企業株式
会社

2,365,640
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村内12カ所の公共施設の浄化槽の維持管理業
務。
村廃棄物の処理及び清掃に関する条例第20条に
基づく許可業者が1者であることから、入札に適しな
い。見積価格についても近隣町村単価と整合され
ており、また地域での事業実績も認められ域精通
度が高いことから、事業の適切な遂行が見込まれ

総務課

4 3月15日
文書管理維持業務
委託契約

関西レコードマ
ネジメント株式
会社

850,300
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

黒滝村公文書の管理及び書庫移管廃棄等の維持
管理に関する業務委託契約。
契約相手方は現行システムの納入者であり、シス
テム著作権を保持し、業務にはシステム利用料も
含まれている。これまでの業務実績によりノウハウ
や資料等を保有しており、他社への依頼の場合は
著しく高額な初期費用が必要となるため、入札に適
しない。

総務課

5 3月15日
令和5年度黒滝村
基幹系システム運
用サービス契約

扶桑電通株式
会社

11,088,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システム（黒滝村総合行政情報
システム（住基・税務・福祉・財務会計等））の納入
者（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持
者であることから、その他の業者が保守をすること
が不可能であるため。

総務課

6 3月15日

令和5年度内部情
報システムソフト
ウェアサポート契
約
（財務会計・給与シ
ステム）

扶桑電通株式
会社

1,082,400
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システム（黒滝村総合行政情報
システム（住基・税務・福祉・財務会計等））の納入
者（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持
者であることから、その他の業者が保守をすること
が不可能であるため。

総務課

7 3月15日
令和5年度庁内
ネットワークサポー
ト契約

扶桑電通株式
会社

890,472
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システムの納入者であり、シス
テム著作権保持者であることから、その他の業者
が保守をすることが不可能であるため。

総務課

8 3月15日
令和5年度団体内
統合宛名システム
サポート保守契約

扶桑電通株式
会社

1,085,832
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システムの納入者であり、シス
テム著作権保持者であることから、その他の業者
が保守をすることが不可能であるため。

総務課

9 3月15日

令和5年度ネット
ワーク強靭化に伴
うハードウエアサ
ポート保守契約

扶桑電通株式
会社

560,076
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システムの納入者であり、シス
テム著作権保持者であることから、その他の業者
が保守をすることが不可能であるため。

総務課

10 3月15日

自治体放送ネット
ワークサービス提
供業務契約（自主
放送送出用サーバ
運用サービス）

こまどりケーブ
ル株式会社

1,056,000円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

自主放送（CATV：くろたきテレビ）静止画放送を行う
ための、当該業者が設置するサーバを利用するた
めの契約であり（平成16年4月利用開始）、当該業
者の他には当村において同様のサービスを提供で
きる者がないため、入札に適しない。

総務課

11 3月15日
令和５年度黒滝村
ホームページ保守

日本電通株式
会社奈良支店

739,200
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

令和４年度に黒滝村ホームページ・パンフレット等
リニューアルに関する業務を公募型プロポーザル
方式により選定。選定業者はシステム著作権保持
者であることから、その他の業者が保守をすること
が不可能であるため。

総務課

12 3月15日
令和5年度黒滝村
防災行政無線保守
点検業務

株式会社　ＨＹＳ
エンジニアリン
グサービス

435,600
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

システム及び機器の精密点検を業務委託する契約
であり、契約相手方は現行システムの納入者（平成
９年・１０年度）である。現状、Jアラート部分の保守
となり、納入業者以外の業者が保守点検や修繕を
することが不可能であるため。

総務課

13 3月15日

令和5年度観光防
災Wi-Fiステーショ
ン保守点検委託契
約業務

日本電通株式
会社

1,760,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

システム及び機器の精密点検を業務委託する契約
であり、契約相手方は現行システムの納入者（平成
２８年度）で、かつシステム著作権保持者であること
から、その他の業者が保守点検や修繕をすること
が不可能であるため。

総務課

14 3月15日

令和5年度黒滝村
防災行政情報FM
告知設備維持管理
業務

こまどりケーブ
ル株式会社

1,243,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

システム及び機器の精密点検を業務委託する契約
であり、契約相手方は現行システムの納入者（平成
２９年度）で、かつシステム著作権保持者であること
から、その他の業者が保守点検や修繕をすること
が不可能であるため。

総務課

15 3月15日
吸収冷温水機保守
点検委託契約

パナソニック産
機システムズ株
式会社

522,500
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

役場庁舎で使用している吸収冷温機の保守点検委
託について、機器納入者（平成5年）であり、また保
守契約以外にも経年劣化による部品の交換や水室
内研磨及び塗装業務等の実績、機器延命等への
適切なアドバイスが有り、他社では、部品供給でき
ないこともあり、業務の効率性や正確性が見込める
ことから入札には適さない。

総務課
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令和５年度黒滝村随意契約一覧

審査日 件名 契約の相手方
単価、月額
（単位　円）

総額
（単位　円）

選定方
法

随意契約理由 根拠説明 担当課

16 3月15日
Ｒ５年度集団がん
検診(健診)実施委
託契約

健康支援セン
ター　　三恵

別紙のとおり
受診者数に
より変動

特命随
意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

検診車による特殊ながん検診（肺がん・胃がん・乳
がん・大腸がん・子宮がん）が実施可能で、
かつ健康診査の同日実施が可能な業者が、契約
予定者以外にないため。
Ｒ4年度実績 : 906,835円

保健福
祉課

17 3月15日
令和5年度黒滝村
地域包括支援セン
ター委託契約

黒滝村地域包
括支援センター
（黒滝村社会福
祉協議会）

10,000,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

平成28年12月より、介護予防・日常生活支援総合
事業の体制強化のため、黒滝村地域包括支援セン
ター業務を黒滝村社会福祉協議会に委託してい
る。国庫補助事業の補助要件により本村では、他
に委託できる専門職を配置した事業所がないた
め。

保健福
祉課

18 3月15日
令和5年度障害者
相談支援業務委託
契約

特定非営利活
動法人　吉野コ
スモス会

857,043
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

平成２４年度から黒滝村・天川村・川上村・東吉野
村の４村共同により、障害者相談支援業務を契約
相手方に委託しており、他に適当な事業所がなく安
価で契約ができるため。

保健福
祉課

19 3月15日
令和5年度障害支
援区分認定調査業
務委託契約

特定非営利活
動法人　吉野コ
スモス会

一件あたり６，８００
円

特命随
意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

平成２４年度から黒滝村・天川村・川上村・東吉野
村の４村共同により、認定調査業務を契約相手方
に委託しており、他に適当な事業所がなく安価で契
約ができるため。

保健福
祉課

20 3月15日
河川及び道路清掃
作業業務等委託

黒滝村社会福
祉協議会

2,000,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第3
号

　当事業を黒滝村社会福祉協議会に委託すること
により、定年退職者などの高年齢者に、河川・道路
等の清掃作業といった「臨時的かつ短期的又はそ
の他の軽易な就業」を提供し、働くことを通じた生き
がいづくり、地域社会への貢献による地域活性を
図るため。

住民生
活課

21 3月15日
一般廃棄物の処理
に関する契約

葛城地区清掃
事務組合

１ｋｌ　16,800円
予定支出額

3,528,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

在本村にはし尿汚泥の処理を行える施設が無いた
め、処理可能な施設に処理を委託する必要があ
り、県中南部地域において、本村ほか多く市町村で
発生するし尿汚泥の処理を行う能力を持つ施設
は、葛城地区清掃事務組合が管理するものだけで
あるため。

住民生
活課

22 3月15日
一般廃棄物（し尿）
運搬業務委託契約

八光海運株式
会社

１ℓ　4.0円【税別】
予定支出額

924,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

葛城地区清掃事務組合にし尿汚泥の運搬を行うた
めには、葛城地区清掃事務組合議会から許可を受
けている、且つ災害等で葛城地区清掃事務組合に
搬入できない際も他の処理施設を確保できる業者
であることが条件となっている。
本村において入札を行い、業者選定してから葛城
地区清掃事務組合議会で許可を受けるためには、
手続き及び審議に時間がかかり、事業開始が年度
当初より大幅に遅れることが予想される。この場合
村民の生活及び公衆衛生に多大な悪影響を与える
ことから、既に葛城地区清掃事務組合議会で許可
されており、本村においても事業実績のある業者と
契約を締結することで、年度当初からの円滑な事
業の実施を図る。

住民生
活課

23 3月15日
住民税特徴税額通
知電子化対応作業

扶桑電通株式
会社

1,532,300
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行システム（住民基本台帳及び税システム、財
務会計システム、第３次LGWAN対応）等の納入者
（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持者
であること。また、それに伴う庁内ネットワークを構
築していることから、本村のシステムネットワークに
精通しており、保守委託も同業者である。このこと
から、その他の業者がシステム改修作業に従事す
ることが事実上困難であり、競争入札に適さないと
考えられるため。

住民生
活課

24 3月15日
森林環境税対応
作業

扶桑電通株式
会社

1,386,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行システム（住民基本台帳及び税システム、財
務会計システム、第３次LGWAN対応）等の納入者
（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持者
であること。また、それに伴う庁内ネットワークを構
築していることから、本村のシステムネットワークに
精通しており、保守委託も同業者である。このこと
から、その他の業者がシステム改修作業に従事す
ることが事実上困難であり、競争入札に適さないと
考えられるため。

住民生
活課

25 3月15日
読み仮名法制化対
応作業（住基シス
テム）

扶桑電通株式
会社

3,630,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行システム（住民基本台帳及び税システム、財
務会計システム、第３次LGWAN対応）等の納入者
（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持者
であること。また、それに伴う庁内ネットワークを構
築していることから、本村のシステムネットワークに
精通しており、保守委託も同業者である。このこと
から、その他の業者がシステム改修作業に従事す
ることが事実上困難であり、競争入札に適さないと
考えられるため。

住民生
活課

26 3月15日
ふれあいバス運行
委託契約

大 紀 観 光 株 式
会社

1日36,850円（年間
250日）
年間総額

9,212,500
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

①長年バスの運行を行っており経験があることま
た、本村から近い事業所（下市町原谷）が上記業者
であること。
②他業者との見積もりと確認したが安価であるこ
と。
③国土交通省近畿運輸局で定める奈良県地区の
特定大型車（ジャンボタクシー）運賃の時間制下限
運賃（30分3,150円）以下による見積金額であるこ

企画政
策課

27 3月15日
指定管理観光施設
に係る警備委託料

セコム株式会社 1,269,840円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第６
号

対象施設：村指定管理観光施設7施設（山幸工房、
御吉野の湯、きららの森、道の駅、森の交流館、旧
役場庁舎、庄屋の家）
当施設の防火防犯サービス業務に長年携わってい
ることで、精通度があり安価で契約できる。また、セ
コム独自の緊急通報装置設備も整備しており、緊
急時対応者が村内に2名在住しており、緊急時にも
迅速・正確に対応が可能である。

企画政
策課
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令和５年度黒滝村随意契約一覧

審査日 件名 契約の相手方
単価、月額
（単位　円）

総額
（単位　円）

選定方
法

随意契約理由 根拠説明 担当課

28 3月15日
観光施設浄化槽保
守点検委託料

太陽企業株式
会社

1,423,650円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第６
号

対象施設：村指定管理観光施設7箇所（総合案内セ
ンター、黒滝森物語村、きららの森5箇所）
村廃棄物の処理及び清掃に関する条例第20条に
基づく許可業者が1者であることから、入札に適しな
い。見積価格についても近隣町村単価と整合がと
れており、また地域での長年の事業実績もあり、地
域精通度が高いことから、適切な事業の遂行が見
込まれる。

企画政
策課

29 3月15日
黒滝森物語村　機
械設備保守点検業
務

アイテック株式
会社 奈良支店

1,045,000円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第６
号

業務内容：御吉野の湯機械設備保守点検、森の交
流館機械設備保守点検、飲料水槽（3基）清掃作
業、重油地下タンク設備点検
当施設の機械設備保守業務に長年携わっているこ
とで業務精通度が高く、給排水の配管埋設場所等
の内容に熟知し、図面等がない箇所の緊急時の修
繕についても迅速な対応が可能である。緊急対応
の実績も多く、ボイラー等設備改修工事の納入実
績もあり、当業務の正確な遂行が期待できる。
また、見積金額についても近隣町村での同種業務
と比較しても安価で妥当であり、同様に対応可能な
業者が見当たらないため、競争入札に適さない。

企画政
策課

30 3月15日

令和５年度におけ
る令和４年度第２
回黒滝村地域振興
券交付事業に伴う
取次事務機関業務
委託契約

黒滝村商工会

（１）基本業務手数料
110,000円
（２）換金業務手数料
換金後の振興券額
面費用の3％
（３）換金代金　換金
後の振興券の額面
全額
（４）換金代金振込手
数料　換金代金振込
の際に生じた振込手
数料

予算金額
令和4年度予
算額
14,000,000円
の内、令和4
年度執行分
を除いた令和
5年度への繰
越額

特命随
意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第６
号

本村の商工業者を取りまとめている機関が黒滝村
商工会のみであり、商工業者への地域振興券の換
金等に関し、令和３年度及び令和４年度（第１回）の
実績、更に令和４年度第２回黒滝村地域振興券交
付事業を実施しており、令和５年度への繰り越しを
行うに当たり、黒滝村商工会以外に存在しないた
め。

企画政
策課

31 3月15日
スクールバス等委
託業務

奈良交通株式
会社

7,101,600
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第7
号

スクールバスの運行と給食運搬車の運行に係る2
名の運転業務について、同社は、学校関係に対す
る業務費用については、特別な配慮をされており、
他者の見積額と比較しても相当安価な為。

教育委
員会

32 3月15日
運動指導員派遣業
務

ミ ズ ノ スポー ツ
サービス株式会
社

１時間2,000円（税
抜）
交通費　１回1,200円
（税抜）

【予算】
2,957,000

特命随
意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第7
号

同社の派遣拠点が吉野郡内にあり、安価な交通費
で派遣して頂く事が可能である。
　また、近隣町村で他に実績がある同種内容の事
業者がないことから入札には適さない。

教育委
員会

33 3月15日
電子カルテシステ
ム保守契約

キャノンＩＴＳメ
ディカル株式会
社

784,344
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システム（電子カルテシステム）
の納入業者であり、システム著作権保持者であるこ
とから、他の業者が保守をすることが不可能なた
め。

診療所

34 3月15日
医薬品・医薬用消
耗品の購入

アルフレッサ株
式会社東邦薬
品株式会社
株式会社メディ
セオ

　(予算額) 20,229,000
見積合
わせ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

購入する医薬品等が多額であり、また品目も多量
ではありますが、その都度、各社から見積り
を取ることにより、安価な購入先から買い入れるこ
とができます。また時期により価格変動も
あり、購入時点で最も安価な物品を仕入れることが
できます。結果として年度当初に競争入札を
行って一社から一括購入するよりも安価に仕入れ
ることができますので入札には適しません。

診療所

35 3月15日
一般廃棄物の処理
に関する契約

葛城地区清掃
事務組合

１ｋｌ　16,800円【税
込】
予定支出額

13,462,966
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現在黒滝村のし尿処理を葛城地区清掃事務組合
に処理の要望を行い処理委託しております。
処理を行うには葛城地区清掃事務組合の受け入
れの諸条件を承諾して環境省に届け出を行い処理
しておりなおかつ令和5年度も処理の要望を行って
おります。また、他の市町村の施設に受け入れを
依頼することは非常に困難であり、入札には適さな
いため。

林業建
設課

36 3月15日
一般廃棄物（し尿）
運搬業務委託契約

八光海運株式
会社

１ℓ　4.0円【税別】
予定支出額

3,526,015
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

葛城地区清掃事務組合にし尿汚泥の運搬ができる
業者については葛城地区清掃事務組合の議会で
の許可を持っており、尚且つ災害等で葛城地区清
掃事務組合に搬入できない場合において処理施設
を確保できる業者であることが条件であり、入札を
行い業者選定して許可をもらえるまで長期間がか
かる為、運搬の滞りが起こると村民生活に多大な
影響が出るため、現在許可されており運搬を委託し
ている企業の為滞りがなく運搬を行うことができる.

林業建
設課

37 3月15日
合併処理浄化槽保
守点検業務委託契
約

太陽企業株式
会社

5,850,900
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村廃棄物の処理及び清掃に関する条例第20条に
基づく許可業者が1者であることから、入札に適しな
い。見積価格についても近隣町村単価と整合がと
れており、また地域での事業実績も認められ地域
精通度が高いことから、適切な事業の遂行が見込
まれる。

林業建
設課

38 3月15日
合併処理浄化槽清
掃業務委託契約

太陽企業株式
会社

9,045,600
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村廃棄物の処理及び清掃に関する条例第20条に
基づく許可業者が1者であることから、入札に適しな
い。見積価格についても近隣町村単価と整合がと
れており、また地域での事業実績も認められ地域
精通度が高いことから、適切な事業の遂行が見込
まれる。

林業建
設課

39 3月15日
黒滝村簡易水道等
施設点検業務委託

アイテック株式
会社　 奈良支
店

533,500
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村内槙尾浄水場、中戸浄水場、笠木・鳥住加圧ポ
ンプ場等について、電装機器類、ポンプ等の定期
点検等を行う必要あり、村内既施設を熟知している
当該業者と随意契約を締結したい。
点検回数（2回）

林業建
設課
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40 3月15日
黒滝村簡易水道施
設水質計器等点検
管理業務

ドリコ株式会社
大阪支店

660,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村内２簡水槙尾浄水場、中戸浄水場に設置してい
る水質監視計器について定期点検（年３回）・管理
等を行う必要があり設置を行った当該業者が点検
や水質の管理を行いながら薬品の注入調整を行っ
ております、今後も継続的に計器の点検管理が必
要なことから、当村の水質計器等を熟知している当
該業者と随意契約を締結したい。

林業建
設課

41 3月15日
黒滝村簡易水道施
設管理業務委託

永井設備　　代
表者　永井　毅

2,470,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

水道施設の管理は、長年の経験・専門的な知識技
量、地域に精通している必要があり、また、緊急時
の対応を迅速かつ正確に行える業者は、当村の漏
水工事業者として認定している上記業者以外にな
いため、競争入札に適さない。

林業建
設課

42 3月15日
現場技術補助業務
委託

天理技研株式
会社

1,100,000
見積も
り合わ

せ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第7
号

業務内容：令和5年度発注工事の測量・設計業務
随契理由：令和4年度現場技術補助業務、橋梁修
繕設計等の受注業者でもあり、村内を熟知してお
り、３社見積りを取り寄せたところ安価な価格で契
約を締結できる為。

林業建
設課

43 3月15日
黒滝村村有林育成
事業委託契約

黒滝村森林組
合

（予定額） 2,000,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村有林撫育（枝打ち・間伐・作業道整備等）の費用
として。
森林整備委託業務の入札参加資格を有する村内
事業者は、黒滝村森林組合しかいなく、競争入札
に適さないため。また、森林整備業務に精通してい
ること、村有林の維持管理の受託業者であり、森林
状況等を把握し施業等がスムーズに行われ事業費
も安価に抑えられるため。

林業建
設課

44 3月15日
水道用次亜塩素酸
ナトリウム購入

株式会社　オー
ヤラックス　大阪
支店

単価　2,900円（税
別）

予定量220個
７０１，８００円

特命随
意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第６
号

水道用次亜塩素酸ナトリウムについて、現在使用
している塩素注入器の導入業者である。他社の薬
液での使用では機器の使用についての保証がな
く、機器のメンテ、消耗部品の交換、を無償で実施
してくれている。他社の薬液を使用すると機器の保
証がなく、薬液の注入量についても調整する必要
があり競争入札には適さない。

林業建
設課

45 4月3日
土木積算システム
賃貸借契約

NEC キャピタル
ソリューション㈱
関西支店

1,867,800
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システムの納入者であり、その
他の業者がサービスを行うことが不可能であるた
め。

林業建
設課

46 4月3日
第9期介護保険事
業計画及び高齢者
福祉計画策定業務

株式会社グリー
ンエコ

1,533,730
見積合
わせ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

吉野郡8町村による共同調達委託により、大淀町が
見積合わせにより選定した業者であるため。

保健福
祉課

47 4月3日

令和5年度年金特
徴、国税連携及び
電子申告サービス
ASP利用契約

日本電気株式
会社　奈良支店

692,736
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は現行システムの納入者であり、その
他の業者がサービスを行うことが不可能であるた
め。

総務課

48 5月1日
小・中学校　校務
用パソコンリース契
約

株式会社オプ
テージ

7,365,600
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

奈良県域の「奈良県統合型校務支援システム」の
提供事業者から購入することにより、強固なセキュ
リティ確保と不具合の際の一体的な対応が容易と
なるため。

教育委
員会

49 5月1日
黒滝村公共施設剪
定等業務

中　辰夫 2,090,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第7
号

最新の公共工事単価による実施設計積算では
4,360,000円（税込、諸経費含まない）だが、上記事
業者からの見積額は著しく安価で契約を締結する
見込みのため。

総務課

50 5月1日
赤滝浄水場濾材入
替工事

有限会社　角商
会

4,293,960
見積合
わせ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

吉野郡内でも多数の実績があり、対応可能な業者
３社より見積を取寄せたところ最も安価でまた、当
村の水道施設を熟知しているため。

林業建
設課

51 5月1日
大型掲示装置導入
に伴う売買契約

キステム株式会
社　奈良本社

1,661,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

端末のセキュリティ、フィルタリング等のシステム管
理、保守委託も同業者であり、ネットワーク構築が
完成していることから、他の業者からの導入は向か
ない。また、不具合が起こった際も迅速に一体的な
対応が容易となることから、入札には適さない。

教育委
員会

52 5月22日
黒滝村国民健康保
険人間ドック等助
成事業業務

南和広域医療
企業団

1 名45,000 円以内
予算

1,000,000 円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

拠点が吉野郡内にあり、住民の交通に利があるこ
とと、黒滝村が出資をしている公の機関であるた
め。

教育委
員会

53 6月16日
黒滝村簡易水道改
良工事施工監理業
務委託

株式会社新大
阪エンジニアリ
ング奈良事務所

3,850,000
見積合
わせ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手先は、本年度実施する黒滝村簡易水道
改良工事の設計業務をおこなっており、現場及び
設計図面等を熟知しておりまた、簡易水道更新計
画を策定した業者であり本計画の進捗状況等の管
理等も行う必要があり、業務の品質確保において
他の業者では、代替できず入札に適さない。

林業建
設課

54 6月16日
令和５年度番号制
度改正対応作業

扶桑電通株式
会社関西支店

1,650,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は、現行の住民情報システムの納入者
であるとともに、システムの著作権保持者であるこ
とから、システムの改修作業を他社が行うことは著
しく困難である。
契約額は、作業内容及び日数等を査定し、必要最
小限の見積額であることの確認をしている。

総務課

55 6月16日
住民税特徴税額通
知電子化対応

扶桑電通株式
会社関西支店

1,386,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は、現行の住民情報システムの納入者
であるとともに、システムの著作権保持者であるこ
とから、システムの改修作業を他社が行うことは著
しく困難である。

住民生
活課

56 6月16日
森林環境税対応作
業

扶桑電通株式
会社関西支店

1,320,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

契約相手方は、現行の住民情報システムの納入者
であるとともに、システムの著作権保持者であるこ
とから、システムの改修作業を他社が行うことは著
しく困難である。

住民生
活課

57 6月30日

令和５年度黒滝村
地域振興券交付事
業に伴う取次事務
機関業務委託契約

黒滝村商工会 10,345,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

黒滝村地域振興券交付事業を実施するに当たり、
本村の商工業者を取りまとめている機関が黒滝村
商工会のみであり、地域振興券の印刷、商工業者
への地域振興券の換金等に関し、令和３年度及び
令和４年度の実績も踏まえ、商工会以外に存在し
ないため。

企画政
策課
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58 8月2日

令和５年度混交林
誘導整備事業　整
備計画書作成業務
及び管理業務

黒滝村森林組
合

1,775,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

森林整備委託業務の入札参加資格を有する村内
事業者は、黒滝村森林組合しかなく、競争入札に
適さないため。また、森林整備業務に精通してお
り、村有林の維持管理の受託業者でもあり、村内
の森林状況等を逐次把握しており、本事業におい
ても計画作成等がスムーズに行われ、事業見積も
近隣町村と比較しても安価である。

林業建
設課

59 8月31日
黒滝村新地方公会
計財務書類作成支
援業務

税理士法人　森
田会計事務所
代表社員　森田
務

1,897,500

公募型
プロ

ポーザ
ル方式

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

固定資産台帳・財務書類の作成を行うとともに、当
該財務書類を活用した資産債務の把握や財政運
用、住民への公表、また、既に作成されている固定
資産台帳を用いた分析や今後の公共施設等マネ
ジメント業務への活用を行うことも目的しています。
そのため、支援体制や、類似団体の業務実績、作
成方法、業務工程の具体性の提案等をうけて総合
的に判断するのが望ましいと思われるため、当方
式を採用。公告及び実施要領に沿って選定業務を
執行し、選定にあたっては審査会を組織し、公正な
審査の上、契約相手方を選定している。

総務課

60 8月31日

国標準準拠システ
ム標準仕様Fitting
及び外字文字同定
作業委託

扶桑電通株式
会社関西支店

6,710,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行の住民情報システム（MISALIO）を、国が進め
るシステムの標準化・共通化に移行するため、３カ
年度でシステム改修を行い、当該事業は２年度目。
契約相手方は、現行の住民情報システムの納入者
であるとともに、システムの著作権保持者であるこ
とから、スムーズな移行及びシステムの改修作業を
他社が行うことは著しく困難である。
契約額は、作業内容及び日数等を査定し、必要最
小限の見積額であることの確認及び近隣町村と同
等の見積額であることを確認している。

総務課

61 8月31日
令和５年度混交林
誘導整備事業　整
備業務

黒滝村森林組
合

4,928,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

森林整備委託業務の入札参加資格を有する村内
事業者は、黒滝村森林組合しかなく、競争入札に
適さないため。また、森林整備業務に精通してお
り、村有林の維持管理の受託事業者でもあり、本
事業においても昨年度の作業がスムーズに行わ
れ、事業見積も近隣町村と比較しても安価である。

林業建
設課

62 9月19日

住基システム改修
作業
（法改正（国民健康
保険税産前産後保
険料免除制度）対
応）

扶桑電通株式
会社関西支店

1,556,500
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行の住民情報システム（MISALIO）を、国が進め
るシステムの標準化・共通化に移行するため、３カ
年度でシステム改修を行い、当該事業は２年度目。
契約相手方は、現行の住民情報システムの納入者
であるとともに、システムの著作権保持者であるこ
とから、スムーズな移行及びシステムの改修作業を
他社が行うことは著しく困難である。
契約額は、作業内容及び日数等を査定し、必要最
小限の見積額であることの確認及び近隣町村と同
等の見積額であることを確認している。

保健福
祉課

63 9月19日
観光防災Wi-Fiス
テーション各種修
繕

日本電通株式
会社　奈良支店

1,584,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

道の駅気象観測局の修繕であり、契約相手方は現
行システムの納入者（平成２８年度）で、かつシステ
ム著作権保持者であることから、その他の業者が
保守点検や修繕をすることが不可能であるため。
契約額は、作業内容及び日数等を査定し、必要最
小限の見積額であることを確認している。

総務課

64 11月1日
境界明確化に伴う
森林地番図作成業
務

黒滝村森林組
合

7,865,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

村内にある森林整備委託業務への入札参加資格
を有する事業者は、黒滝村森林組合しかなく、本業
務の性質上競争入札に適さないため。また、村内
の森林の境界情報に関して精通しており、本事業
においても昨年度の作業がスムーズに行われた。

林業建
設課

65 11月1日
黒滝村公用車７台
のスタッドレスタイ
ヤ交換

有限会社中尾
モータース

593,384
見積合
わせ

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

黒滝村公用車７台（消防車等）のスタッドレスタイヤ
交換事業。公用車（消防車等）の保管場所が4箇所
に分散し、保管方法等もそれぞれ異なっており、事
業遂行にあたっては地域精通度が必要であり、競
争入札に適さない。事業者選定にあたっては契約
実績のある5者による競争見積もりにより最も安価
な見積額を提出した事業者を選定している。

総務課

66 11月20日
黒滝村公用車のス
タッドレスタイヤ交
換

有限会社中尾
モータース

769,186
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

令和５年１１月２日付け黒滝村公用車７台のスタッ
ドレスタイヤ交換として５９３，３８４円で有限会社中
尾モータースと物品売買契約を締結したが、仕様
書の錯誤等に伴い契約内容を遂行することが不可
能となったため、双方合意の上、令和５年１１月１３
日付けで先の契約を解約した。本事業は先の契約
仕様書を改正し、改めて見積書を徴したものであ
り、先の競争見積事業者と比較し、最も安価である
上記の事業者と契約を締結し、事業実施を行う。

総務課

67 12月13日

令和５年度第２回
黒滝村地域振興券
交付事業に伴う取
次事務機関業務委
託契約

黒滝村商工会
予算金額

6,985,000円
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

黒滝村地域振興券交付事業を実施するに当たり、
本村の商工業者を取りまとめている機関が黒滝村
商工会のみであり、地域振興券の印刷、商工業者
への地域振興券の換金等に関し、令和３・４年度及
び令和５年度（第１回）の実績も踏まえ、商工会以
外に存在しないため。

企画政
策課

68 1月22日
令和６年度 対応
共通納税システム
税目追加作業

扶桑電通株式
会社関西支店

3,300,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

現行システム（住民基本台帳及び税システム、財
務会計システム、第３次LGWAN対応） 等の納入者
（平成２７年度開始）であり、システム著作権保持者
であること。また、それに伴う庁内ネットワークを構
築していることから、本村のシステムネットワークに
精通しており、保守委託も同業者である。 このこと
から 、その他の業者がシステム改修作業に従事す
ることが 事実上困難であり、競争入札に適さないと
考えられるため。

住民生
活課
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令和５年度黒滝村随意契約一覧

審査日 件名 契約の相手方
単価、月額
（単位　円）

総額
（単位　円）

選定方
法

随意契約理由 根拠説明 担当課

69 2月27日
人事給与システム
定年延長対応業務

扶桑電通株式
会社関西支店

902,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

令和６年度から始まる定年延長制度に対応するた
め、現行の給与システムの改修を行う。
なお、契約者はシステム納入者で著作権保持者で
あるため、その他の業者が行うことは不可能である
ことから入札に適しない。金額についても他市町村
と比較し、工数及び単価等の積算も妥当である。

総務課
会計室

70 3月21日 森林経営管理業務
黒滝村森林組
合

2,981,000
特命随

意

地方自治法施
行令第167条
の2第1項第2
号

昨年、黒滝村森林組合で実施した「森林地番図作
成」業務の結果を基に、今後の適正な森林管理に
つなげていくため、森林経営管理制度に伴う意向
調査を行うと共に、意向調査後は届いた調査票を
集計し、森林所有者の森林経営に関する相談窓口
となり、今後の適正な森林整備につなげていく業務
を実施する。昨年「森林地番図作成」業務を実施し
ていることから、事業内容を熟知し森林所有者から
信頼と信用のある事業者は、黒滝村森林組合しか
なく、業務内容としても競争入札に適さないため。

林業建
設課
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